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１．１．XBRLXBRL導入範囲導入範囲

EDINETの再構築において、XBRLの導入対象

は、次の部分である。

■企業情報
■経理の状況

・ （連結）貸借対照表
・ （連結）損益計算書
・ （連結）株主資本等変動計算書
・ （連結）キャッシュ・フロー計算書

上記以外の部分については、XBRLの導入対
象外であり、提出企業は、現行同様にHTMLに
て作成することとなる。XBRL化については、今

後検討を進める。

第一部【企業情報】
第1 【企業の概況】

第5 【経理の状況】

・・・・・・・・・・

1.【連結財務諸表等】
（1） 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

注記事項
：

XBRLXBRL

HTMLHTMLHTMLHTMLHTMLHTML

2.【財務諸表等】
（1） 【財務諸表】

①【貸借対照表】

HTMLHTMLHTMLHTMLHTMLHTML

XBRLXBRL

注記事項
：

HTMLHTMLHTMLHTMLHTMLHTML

例：有価証券報告書
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その他の投資

無形固定資産

土地

有形固定資産

固定資産

その他流動資産

売掛金

現金及び預金

流動資産

資産の部

11,000その他の投資

23,000無形固定資産

200,000土地

200,000有形固定資産

234,000固定資産

44,000その他流動資産

67,000売掛金

11,000現金及び預金

122,000流動資産

資産の部

インスタンス ＝ 財務報告書類インスタンスインスタンス ＝＝ 財務報告書類財務報告書類タクソノミ ＝ 財務報告の電子的雛形タクソノミタクソノミ ＝＝ 財務報告の電子的雛形財務報告の電子的雛形

XBRLとは、財務情報を効率的に作成・流通・利用できるよう、国際的に標準化されたコンピュータ
言語である。XBRLでは財務報告の電子的雛形である「タクソノミ」を基に、財務報告内容そのものを
表わす「インスタンス」を作成する。

各項目に多種の情報が設定されている。
タクソノミは金額情報等のデータを持って
いない。

各項目に金額情報等が入力されている。
タクソノミを基にしてインスタンスを作成
する。

２．２．XBRLXBRL概要概要 ～タクソノミとインスタンス～～タクソノミとインスタンス～
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財務報告の電子的雛形であるタクソノミに含まれる各項目には、下図に示すような多種の情報が
設定されている。当庁が提供するEDINETタクソノミに用意されている各開示項目に対しても同様

に各種情報が設定されている。

流動資産

現金及び預金

売掛金

その他流動資産

固定資産

有形固定資産

土地

無形固定資産

その他の投資

ID 日本語
表示名

英語
表示名

表示順
計算
関係

根拠
条文

貸借
区分

期間
・

時点
区分

３．タクソノミが保持する情報量３．タクソノミが保持する情報量

EDINETタクソノミで用意された開示項目に対して、

以下のような多種の情報が設定されている。

EDINETタクソノミで用意された開示項目に対して、

以下のような多種の情報が設定されている。

その他
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４．４．EDINETEDINETタクソノミ（１）タクソノミ（１） ～～EDINETEDINETタクソノミの開発手順～タクソノミの開発手順～

勘
定
科
目
の
抽
出

勘
定
科
目
の
抽
出

情
報
設
定

情
報
設
定

EDINETタクソノミEDINETタクソノミ

A群科目
(会計基準による開示項目)

A群科目
(会計基準による開示項目)

B群科目
(実務慣行による開示項目)

B群科目
(実務慣行による開示項目)

会計に係る法令・規則等
（会計基準からの網羅的な洗い出し）

会計に係る法令・規則等
（会計基準からの網羅的な洗い出し）

約4,000項目約4,000項目

過去の開示実績
（開示実績からの網羅的な洗い出し）

過去の開示実績
（開示実績からの網羅的な洗い出し）

・勘定科目の選定 （出現頻度等の基準で抽出）

・勘定科目名の標準化（同一概念の項目を集約）

・勘定科目の選定 （出現頻度等の基準で抽出）

・勘定科目名の標準化（同一概念の項目を集約）

約50,000項目約50,000項目

・日本語表示名、英語表示名、根拠条文等の設定
・表示順、計算関係等による階層構造化

・日本語表示名、英語表示名、根拠条文等の設定
・表示順、計算関係等による階層構造化タ

ク
ソ
ノ
ミ
化

タ
ク
ソ
ノ
ミ
化

EDINETタクソノミは、すべての提出企業が共通的に利用できるタクソノミとする必要があるため、

以下のような手順で開発を行った。
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B群科目A群科目

５．５．EDINETEDINETタクソノミ（２）タクソノミ（２） ～勘定科目の選定～～勘定科目の選定～

EDINETタクソノミの開発にあたり、どの範囲の勘定科目をEDINETタクソノミに取り込むか検討し

た。
EDINETの再構築においては、勘定科目の特性により以下のように区分し、取り扱うこととした。

・A群科目：会計に係る法令・規則等に定めのある開示項目

⇒全てEDINETタクソノミに取り込む

・B群科目：会計に係る法令・規則等に定めは無いが、実務上広く一般に利用されている開示項目

⇒出現頻度等の基準により効果的な範囲を抽出する

EDINETタクソノミに

取り込む勘定科目

実際に利用されている勘定科目群実際に利用されている勘定科目群

各企業独自の

開示項目

B群科目の範囲を拡げると、

・企業における勘定科目の選定
が困難
・タクソノミのメンテナンスが困難

B群科目の範囲を拡げると、

・企業における勘定科目の選定
が困難
・タクソノミのメンテナンスが困難

B群科目の範囲を狭めると、

・現行実務の反映が困難
・各企業での勘定科目追加作
業による負荷が増加

B群科目の範囲を狭めると、

・現行実務の反映が困難
・各企業での勘定科目追加作
業による負荷が増加
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１年以内回収予定の差入保証金
１年以内返還差入保証金
１年以内返還予定の差入保証金
１年内回収予定差入保証金
一年以内回収予定の差入保証金
一年内回収予定差入保証金
一年以内返還予定長期差入保証金

１年以内回収予定の差入保証金
１年以内返還差入保証金
１年以内返還予定の差入保証金
１年内回収予定差入保証金
一年以内回収予定の差入保証金
一年内回収予定差入保証金
一年以内返還予定長期差入保証金

1年内回収予定の差入保証金1年内回収予定の差入保証金

製品・商品
製商品
製品商品
製品および商品

製品・商品
製商品
製品商品
製品および商品

製品及び商品製品及び商品

機械装置・運搬具
機械装置及び車輌運搬具
機械装置及び車両運搬具
機械装置および車両・運搬具
機械装置及び車両・運搬具

機械装置・運搬具
機械装置及び車輌運搬具
機械装置及び車両運搬具
機械装置および車両・運搬具
機械装置及び車両・運搬具

機械装置及び運搬具機械装置及び運搬具

６．６．EDINETEDINETタクソノミ（３）タクソノミ（３） ～勘定科目名の標準化～～勘定科目名の標準化～

同一概念の開示項目に対してタクソノミに複数の項目が設定されることは、比較可能性等の観点
より適当ではない。

そこで、EDINETタクソノミの設定に当たっては、勘定科目名の標準化を行った。

勘定科目名の標準化

実務で使用されている勘定科目のうち、同一概念と考えられる勘定科目名について集約を行った。
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７．７．EDINETEDINETタクソノミの取扱いタクソノミの取扱い

EDINETタクソノミは、標準的な開示項目を設定したものであり、以下の通り、各提出企業はその
設定された項目を使用してXBRLデータを作成することを基本とし、必要な場合に開示項目を追加

する方式とする方向で検討中である。

各提出企業は、EDINETタクソノミを使用してXBRLデータを作成するものとする。各提出企業は、EDINETタクソノミを使用してXBRLデータを作成するものとする。

開示項目に対して、EDINETタクソノミに概念が同一と判断できるものがある場合には、当該
EDINETタクソノミに用意されている項目を使用するものとする。

開示項目に対して、EDINETタクソノミに概念が同一と判断できるものがある場合には、当該
EDINETタクソノミに用意されている項目を使用するものとする。

EDINETタクソノミに該当する開示項目が無い場合には、各企業にて開示項目を追加するものとす

る。

EDINETタクソノミに該当する開示項目が無い場合には、各企業にて開示項目を追加するものとす

る。

タクソノミの利用タクソノミの利用

開示項目の利用開示項目の利用

開示項目の追加開示項目の追加
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８．企業別タクソノミ８．企業別タクソノミ

企業別タクソノミとは、提出企業がEDINETタクソノミを基にして作成する各企業ごとのタクソノミで
ある。企業別タクソノミは各提出企業が必ず作成するものであり、次のような情報の設定を行う。

・提出企業が使用するEDINETタクソノミの業種の指定
・複数の開示方法がある項目についての開示パターンの指定
・必要な開示項目がEDINETタクソノミに無い場合、開示項目の追加

提出企業はEDINETタクソノミを利用することで、効率的に各企業で使用するタクソノミを作成する
ことができる。

EDINETタクソノミ 企業別タクソノミ

直接
法

直接
法

間接
法

間接
法

個別
控除

個別
控除

一括
控除

一括
控除

業種別のタクソノミ

・・・

開示のパターン

指定

営業活動による
キャッシュ・フロー
の記載方法

貸倒引当金の控除方法

自社の業種に対応し
たEDINETタクソノミを
指定する

自社の業種に対応し
たEDINETタクソノミを
指定する

・
・
・

・
・
・

・
・
・

開示パターンを
EDINETタクソノミから
指定する

開示パターンを
EDINETタクソノミから
指定する

各提出企業ごとに企
業別タクソノミを作成
する

各提出企業ごとに企
業別タクソノミを作成
する

指定

指定

一般商
工業

銀行

・・・

・・・

選定

選定

選定

独自の開示項目を追
加する

独自の開示項目を追
加する
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９．９．EDINETEDINETタクソノミを利用した書類作成タクソノミを利用した書類作成

EDINETタクソノミと
各社の開示項目の比較

EDINETタクソノミと
各社の開示項目の比較 企業別タクソノミを作成企業別タクソノミを作成 インスタンスを作成インスタンスを作成

・流動資産
・現金及び預金
・売掛金
・その他流動資産
・貸倒引当金

・固定資産
・有形固定資産

・土地
・無形固定資産
・その他の投資

・独自の勘定科目

EDINETタクソ

ノミの項目と各
社の開示項目
を比較し、使用
するEDINETタ

クソノミの項目
を選定する。

EDINETタクソ

ノミの項目と各
社の開示項目
を比較し、使用
するEDINETタ

クソノミの項目
を選定する。

必要な開示項目がEDINETタクソノミに無
い場合、企業別タクソノミにて開示項目の
追加

必要な開示項目がEDINETタクソノミに無
い場合、企業別タクソノミにて開示項目の
追加

企業別タクソノミを作成し、使用する
EDINETタクソノミの指定、開示パターン
等を指定する。

企業別タクソノミを作成し、使用する
EDINETタクソノミの指定、開示パターン
等を指定する。

EDINET

タクソノミ

EDINET

タクソノミ

ダウン
ロード

提出

追加

各社の開示項目

流動資産 

現金及び預金 

売掛金 

その他流動資産 

固定資産 

有形固定資産 

土地 

無形固定資産 

その他の投資 

資産の部

流動資産 

現金及び預金 

売掛金

その他流動資産

貸倒引当金

固定資産 

有形固定資産 

土地

無形固定資産 

その他の投資 

資産の部

流動資産 

現金及び預金 

売掛金

その他流動資産

貸倒引当金

固定資産 

有形固定資産 

土地

無形固定資産 

その他の投資 

独自の勘定科目

資産の部

流動資産 122,000
現金及び預金 11,000
売掛金 68,000
その他流動資産 44,000
貸倒引当金 △1,000

固定資産 234,000
有形固定資産 200,000

土地 200,000
無形固定資産 23,000
その他の投資 11,000

独自の勘定科目 11,000

資産の部

金額情報等を入力しインスタン
スを作成

金額情報等を入力しインスタン
スを作成



 

EDINET タクソノミ開発に当たって参照した会計に係る法令・規則等 

 

平成 18 年 8 月 17 日現在 

種類 監督官庁等 関連法規等 

財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則 

「財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則」の取扱いに関す

る留意事項について 

中間財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則 

「中間財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則」の取扱いに

関する留意事項について 

連結財務諸表の用語、様式および作成方法に関する規則 

「連結財務諸表の用語、様式および作成方法に関する規則」の取扱いに関

する留意事項について 

中間連結財務諸表の用語、様式および作成方法に関する規則 

金融庁 

「中間連結財務諸表の用語、様式および作成方法に関する規則」の取扱い

に関する留意事項について 

株主資本等変動計算書に関する会計基準 

株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針 企業会計基準委員会 

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

企業会計基準委員会 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針 

「四半期財務情報の作成および開示に関する検討委員会」報告書 

開示基準 

四半期財務情報の作成および

開示に関する検討委員会 四半期財務情報の作成・開示に関する手引き 

企業会計原則 

企業会計原則注解 

原価計算基準 

中間財務諸表作成基準 

中間財務諸表作成基準注解 

中間連結財務諸表等の作成基準の設定に関する意見書 

中間連結財務諸表作成基準 

中間連結財務諸表作成基準注解 

連結財務諸表制度の見直しに関する意見書 

連結財務諸表原則 

連結財務諸表原則注解 

連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する意見書 

連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準 

会計基準 企業会計審議会 

連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準注解 

別紙１



 

種類 監督官庁等 関連法規等 

外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書 

外貨建取引等会計処理基準 外貨建取引 企業会計審議会 

外貨建取引等会計処理基準注解 

金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書 

金融商品に係る会計基準 金融商品会計 企業会計審議会 

金融商品に係る会計基準注解 

税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書 
企業会計審議会 

税効果会計に係る会計基準 

企業会計基準委員会 税効果会計に係る会計基準注解 税効果会計 

企業会計審議会 
連結納税制度を適用する場合の中間財務諸表等における税効果会計に関

する当面の取扱い(実務対応報告第 4 号) 

企業会計審議会 
連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その

1 )(実務対応報告第 5 号) 
税効果会計 

企業会計基準委員会 
連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その

2 )(実務対応報告第 7 号) 

固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書 

固定資産の減損に係る会計基準 企業会計審議会 

固定資産の減損に係る会計基準注解 

固定資産の減損に係る会計基準の適用指針(企業会計基準適用指針第 6

号) 

固定資産 

企業会計基準委員会 
固定資産の減損に係る会計基準の早期適用に関する実務上の取扱い(実務

対応報告第 14 号) 

退職給付に係る会計基準 
企業会計審議会 

退職給付に係る会計基準注解 

「退職給付に係る会計基準」の一部改正 

「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針 

退職給付制度間の移行等に関する会計処理(企業会計基準適用指針第 1

号) 

退職給付会計 

企業会計基準委員会 

退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い(実務対応

報告第 2 号) 

自己株式および準備金の額の減少等に関する会計基準 

自己株式および準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針 

「自己株式および法定準備金の取崩等に関する会計基準適用指針(その 2)」

(企業会計基準適用指針第 5 号) 

自己株式･資本

の部 
企業会計基準委員会 

その他資本剰余金の処分による配当を受けた株主の会計処理 

 

 



種類 監督官庁等 関連法規等 

ストックオプション等に関する会計基準 

ストックオプション等に関する会計基準の適用指針 

会社法による新株予約権および新株予約権付社債の会計処理に関する実

務上の取扱い 

旧商法による新株予約権および新株予約権付社債の会計処理に関する実

務上の取扱い 

実務基準 企業会計基準委員会 

役員賞与に関する会計基準 

役員賞与の会計処理に関する当面の取扱い(実務対応報告第 13 号) 

排出量取引の会計処理に関する当面の取扱い(実務対応報告第 15 号) 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い(実務対応報告第 12 号) 

外貨建転換社債新株予約権付社債の発行者側の会計処理に関する実務上

の取扱い(実務対応報告第 11 号) 

有価証券の時価評価・強制評価減および固定資産の減損会計の適用に関

する緊急検討の審議結果について 

種類株式の貸借対照表価額に関する実務上の取扱い(実務対応報告第 10

号) 

コマーシャル・ペーパーの無券面化に伴う発行者の会計処理および表示に

ついての実務上の取扱い(実務対応報告第 8 号) 

デット・エクイティ・スワップの実行時における債権者側の会計処理に関する

実務上の取扱い(実務対応報告第 6 号) 

企業会計基準委員会 

新株予約権および新株予約権付社債の会計処理に関する実務上の取扱い

(実務対応報告第 1 号) 

研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書 

研究開発費等に係る会計基準 

研究開発費等に係る会計基準注解 

実務基準 

企業会計審議会 

連結財務諸表制度における子会社および関連会社の範囲の見直しに係る

具体的な取扱い 

１株当たり当期純利益に関する会計基準(企業会計基準第 2 号) 

１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針(企業会計基準適用指

針第 4 号) 

１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い(実務対応報告第 9 号) 
1 株当たり情報 企業会計基準委員会 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益に関する当面の取扱い(実務対応報

告第 3 号) 

セグメント情報の開示に関する意見書 
セグメント情報 企業会計審議会第一部会 

セグメント情報の開示基準 



 

種類 監督官庁等 関連法規等 

リース取引に係る会計基準に関する意見書 

リース取引に係る会計基準 企業会計審議会第一部 

リース取引に係る会計基準注解 リース取引 

企業会計基準委員会 
所有権移転外ファイナンス・リース取引の会計処理に関する検討の中間報

告 

企業結合に係る会計基準の設定に関する意見書 

企業結合に係る会計基準 企業会計審議会 

企業結合に係る会計基準注解 

事業分離等に関する会計基準 

企業再編 

企業会計基準委員会 
企業結合会計基準および事業分離等会計基準に関する適用指針 

 



EDINET タクソノミ開発に当たって参照した会計に係る法令・規則等 
（別記事業等） 

平成 18 年 8 月 17 日現在 

項番 業種 関連法規等 管轄官庁等 

1 建設業 建設業法施行規則 国土交通省 

2 造船業 造船業財務諸表準則 国土交通省 

3 銀行・信託業 銀行法施行規則 金融庁 

4 建設保証業 公共工事の前払金保証事業に関する法律施行規則 国土交通省 

証券会社に関する内閣府令 金融庁 
5 証券業 

証券業経理の統一について 日本証券業協会 

6 保険業 保険業法施行規則 金融庁 

7 鉄道事業 鉄道事業会計規則 国土交通省 

8 海運事業 海運企業財務諸表準則 国土交通省 

9 電気通信事業 電気通信事業会計規則 総務省 

10 電気事業 電気事業会計規則 経済産業省 

11 ガス事業 ガス事業会計規則 経済産業省 

12 投資信託委託業 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則 金融庁 

13 投資業 投資法人の計算に関する規則 金融庁 

14 特定金融業 特定金融会社等の会計の整理に関する内閣府令 金融庁 

商品先物取引業統一経理基準 日本商品先物取引協会 

15 商品先物取引業 商品先物取引業における証券取引法に基づく開示内容につ

いて 
日本商品先物取引協会 

証券取引法にもとづくリース会社における開示内容の統一

について 
(社)リース事業協会 

16 リース事業 

リース会社の標準財務諸表 (社)リース事業協会 

17 投資信託受益証券 投資信託財産の計算に関する規則 金融庁 

別紙２
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